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早期地震警報のための
地震諸元推定とノイズ識別の機能向上

岩田　直泰＊　　山本　俊六＊　　是永　将宏＊　　野田　俊太＊

Improvement of the Seismic Parameters Estimation and the Noise Discrimination 
for the Earthquake Early Warning

Naoyasu  IWATA　　Shunroku  YAMAMOTO　　Masahiro  KORENAGA　　Shunta  NODA

　We updated the algorithm of the earthquake early warning, and implemented the performance validation for the 
actual use. The new algorithm has high ability for the estimation accuracy and quickness of seismic parameters 
in comparison with the current one. The improvement of the train operation safety at the time of earthquakes can 
be produced by using these advanced techniques. And we developed the superior algorithm of the discrimination 
between the earthquake ground motions and the train-induced ground vibrations for seismographs installed along 
railway lines. The improvement of the reliability of earthquake early warning by those seismographs is expected. 
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１．はじめに

　地震発生時に鉄道施設や走行列車の安全性が懸念され

る場合，鉄道事業者は可能な限り早く列車を停止させる
１）２）３）。いち早く列車を停止させるためには，伝播速度

のより速い P 波の情報を用いることが有効であり，鉄道

では単独観測点の P 波初動数秒の情報から地震の位置と

規模を推定し例えば４），必要に応じて警報を出力するシス

テムが稼働している５）６）。一方，地震時の安全性向上に

資するシステムの高性能化が望まれており，これを受け

て精度と即時性の改善に向けた早期地震諸元推定アルゴ

リズムの改良を行った７）８）。また，諸元推定には微弱な

P 波初動を用いるため，特に線路沿線に設置された地震

計では列車走行に伴う地面の揺れと地震動を識別する必

要が生じる。そこで，現行の成分間の振幅比を用いた手

法９）とは別に，更なる識別性能の向上を目指し，周波数

情報を用いたアルゴリズムを開発した。改良した早期地

震諸元推定およびノイズ識別のアルゴリズムを実装した

地震計の導入により，地震時の列車運行の安全性および

警報情報の信頼性の向上が期待される。本報告では上述

の改良・開発について，地震動とノイズの実記録データ

を用いた検証結果に関しても触れる。

２．データセット

2. 1　地震動のデータセット

　本研究では鉄道に対する地震警報を扱うため，鉄道に

影響を与える可能性の高い地震を念頭に，震央が特定の

地域に偏らないようその選択を行った。地震数は 195 と

なり，その震央位置の分布を図 1 に示す。対象地震のマ

グニチュードと震源深さの関係は図 2 の通りであり，マ

グニチュードは 4.5 から 9.0，震源深さは 112km 以浅と

なった。地震動データは，対象地震に対し（独）防災

科学技術研究所の K-NET10）（東北地方太平洋沖地震の

図１　震央の位置

図２　マグニチュードと

震源深さの関係

図３　地震波形データの

震央距離ヒストグラム
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み KiK-net10）を含む）において震央距離が 200km 以内

となるデータを抽出した。早期地震諸元推定では遠方の

地震は対象としないことから，ここでは 200km 以内を

選定基準としている。図 3 に検討対象の地震波形データ

（10,171 波形）の震央距離ヒストグラムを示す。

2. 2　ノイズのデータセット

　鉄道沿線に設置された地震計において地震動と識別す

べき振動は交通振動や工事振動等があるが，この中で列

車走行に伴う振動の影響が最も大きいと考えられる。こ

れより，本研究では識別すべきノイズを列車振動とする。

　列車振動のデータは，新幹線沿線に設置された複数の

地震計（65 地点）の記録波形データ（10,002 波形）とした。

列車振動の性質は，線路からの離隔や地盤条件により異

なることが予想されるが，本研究では地震動と列車振動

を識別する指標の平均的な傾向を確認する目的から，全

てのデータを同一に扱うこととした。

３．早期地震諸元推定アルゴリズムの機能向上

　地震発生時において早期に列車停止信号を出力するた

めには，初めに P 波を検知し，次に震央位置（震央距離

と震央方位）を求め，更に地震規模（マグニチュード）

を推定する必要がある。本章では，上述の流れに沿って

改良された処理内容と効果について述べる。本報告に示

す早期地震諸元推定アルゴリズムの改良により，最短の

警報出力時間は現行の 2.0 秒から 1.0 秒に短縮される。

3. 1　地震検知

　P 波初動の情報に基づき地震諸元を推定する場合，P
波到達の時刻を地震計がリアルタイムで自動検知する必

要がある。現行手法では，加速度波形の短時間移動平均

と倍加した長時間移動平均が交差した点を P 波到達時

刻とする手法（STA/LTA 法）例えば 11）を実装しているが，

アルゴリズムの改良に伴い移動平均の計算パラメータを

再調整した。これにより，P 波初動が緩やかに立ち上が

る地震に対する検知性能を向上させた。さらに，STA/
LTA 法で P 波到達を検知しなかった場合にも比較的強

い揺れに対する地震動を取り逃すことがないように規定

値超過による地震検知手法（レベルトリガ）を追加した。

この規定値は任意に設定可能である。以上の改良により，

地震の見逃しの可能性を低減させた。

3. 2　震央距離推定

　震央距離の推定には，P 波初動の振幅増加率と震央距

離の相関性を用いている。現行手法では P 波到達から 2
秒間のデータを関数 y=Bt・exp(-At) にフィッティングす

ることにより，P 波初動の振幅増加率を表す係数 B を求

め震央距離を推定している（B-Δ法）例えば４）。一方，フィッ

ティングする関数を単純化して y=Ct とし，推定に用い

る P 波到達からのデータ長を少なくすることにより精度

が向上することが明らかとなっている（C-Δ 法）７）。図

4 には目視で P 波到達位置を読み取った場合（手動検測）

における現行と提案の各手法から求めた係数 B および C

と気象庁情報から求めた震央距離の相関係数を示す。各

係数と震央距離は負の相関を持つため -1 に近いほど推定

精度が高いことを表す。図によると，提案手法は現行よ

りも推定データ長が短い段階で相関係数が最小となり，

C-Δ 法により精度と即時性の両方の向上が認められる。

　また，震央距離推定を開始するタイミングに関し，P
波到達時刻の直後からのデータを利用して計算する場

合と，やや振幅が大きくなった時刻から計算した場合を

比較した結果，後者の方が推定精度は高くなることが

明らかとなった。早期地震諸元推定アルゴリズムにおい

て，P 波の到達は加速度波形の短時間移動平均と倍加し

た長時間移動平均が交差する位置として算出している。

改良アルゴリズムでは，距離推定開始位置を決める倍率

（ECL）を，P 波到達位置を決める倍率よりも大きく設定

することで上記を実現させる。図 5 には推定精度（対数

誤差 RMS）と ECL の関係を示す。ここで推定に用いる

データ長は 0.5 秒である。対数誤差 RMS は，誤差を表

す指標のため，より小さい値の方が精度は高いことを表

す。図から ECL を 4.0 とした場合の精度が最も高いこと

が確認される。推定開始時刻は ECL を 4.0 にすることに

より平均 0.18 秒程度遅れるが，推定に用いるデータ長

が短くなることより推定結果が得られるまでの時間は実

質的に短縮される。図 6 には，現行手法による係数 B と

ECL が 4.0 の場合における係数 C を重ねてプロットして

いる。図によると係数 C の方がばらつきは小さく，より

図４　現行手法と提案手法の比較（震央距離）

図５　推定精度と

倍率（ECL）の関係

図６　係数 B と係数 C

の比較
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正確に震央距離を推定可能であることが確認される。

　また，現行手法では係数 B を用いた震央距離算出に 1
次式を用いていたが，粘性項を含む方が推定精度は向上

することが確認されたことからアルゴリズムの改良に伴

い震央距離推定の関数形に式 (1)12）を採用した。

log log10 101 2 3C Pd Pd Pd= ⋅ + + ⋅Δ Δ           (1)

ここで C は係数 C，Δ は震央距離（km），Pd1 から Pd3
は回帰係数を表す。式 (1) ではΔ を直接求めることがで

きないため収束計算により算出する。図 6 には B-Δ 法と

C-Δ法の震央距離推定のための回帰線を併せて示す。式 (1)
の粘性項の導入により対数誤差RMSは約 5.7%低減する。

3. 3　震央方位推定

　現行手法では，震央方位推定において，主成分分析法

により P 波初動から 1.1 秒のデータ長を用いている（固

定ウィンドウ法）。図 7 に推定に用いるデータ長を変化

させた時の推定と気象庁情報を用いて求めた震央方位

の相関係数を示す。ここで，相関係数は 1 に近いほど推

定精度が高いことを表す。図によると 0.5 秒前後で相関

係数が最も大きくなっていることから，1.1 秒を用いる

現行手法に対し，推定に用いるデータ長を短くすること

で精度が向上することが分かる。更に，データ長を固定

することなく，変位波形が半波長となるデータ長を用い

た方が精度は向上することが明らかとなっている（可変

ウィンドウ法）８）。半波長の検出には，P 波到達からあ

る程度時間が経過した後において変位波形がゼロクロス

するまでのデータ長としている。ゼロクロスの検出は P
波到達後 0.3 秒から 1.0 秒の間であり，その間にゼロク

ロスが検出できなかった場合には 0.5 秒の固定長で主成

分分析法により震央方位を推定する。図 7 には可変ウィ

ンドウ法の相関係数（0.84）を併せて示しており，現行

の 1.1 秒のデータ長を用いた固定ウィンドウ法の相関係

数（0.78）よりも高いことが認められる。

図７　現行手法と提案手法の比較（震央方位）
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3. 4　マグニチュード推定

　地震の規模を表すマグニチュードの推定は，3. 2 節で

推定した震央距離と観測される振幅値から統計回帰式を

用いて求める。現行手法では振幅値は加速度波形を 2 回

積分した変位波形を用いている。ただし，図 8 に示す通

り最大値の出現は，統計的には変位よりも加速度の方が

早い傾向がある 13）。図の通り P 波中では平均 2.9 秒早く

なっているが，この傾向は S 波中にも共通することを確

認している。加速度を用いることによりマグニチュード

推定（加速度マグニチュード）に関する即時性の向上が

期待される。ただし，図 9 に示すように変位に基づくマ

グニチュード推定（変位マグニチュード）の方が加速度

マグニチュードに比べて推定誤差が小さくなる。この際，

精度と即時性のいずれを優先するかの判断が必要となる

が，高速で走行する新幹線を対象として地震時の安全性

を確保するためには即時性を重視することの効果は高い

と考える。以上より，改良アルゴリズムでは加速度およ

び変位に基づくマグニチュードの論理和（OR）制御を

用いることを提案する。

　また，現行手法では P 波中においてマグニチュードの

追加推定回数は最大 3 回を基本としていたが，より細か

く推定する方が安全性を確保できることから最大 11 回

まで追加推定が行えるように改良を行った。

　加えて，現行手法におけるマグニチュード算出式は粘

性項を含んでいないが，その項を含めることにより精度

の向上が認められたことから関数形に式 (2)を採用した。

Mj Pm A Pm Pm Pm= ⋅ + ⋅ + + ⋅1 2 3 410 10log log Δ Δ        (2)

ここで Mj はマグニチュード，A は振幅値（加速度 cm/s2 も

しくは変位 cm），Δ は震央距離（km），Pm1 から Pm4
は回帰係数を表す。式 (2) の粘性項の導入により誤差

RMS は加速度マグニチュードで約 4.0%，変位マグニ

チュードで約 1.5% 低減する。

図９　加速度と変位の推定誤差（マグニチュード）

図８　加速度と変位の最大値出現タイミング
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４．ノイズ識別アルゴリズムの機能向上 14）

4. 1　地震動と列車振動の特性の違い

4. 1. 1　成分間の振幅比

　地震動の初動は P 波であり一般に上下動が卓越するこ

とから，現行の地震計では地震動とそれ以外の雑振動の

識別に平滑化を行った上下動と水平動の振幅比の最大値

(VHmax) を指標の 1 つとして用いている９）。

　2 章で示したデータセットに対して VHmax を求め，

地震動と列車振動を比較した結果，地震動は上下動が卓

越し VHmax が 1 以上となるケースが多いのに比べ，列

車振動は 1 以下のデータ数が多いことが確認された。現

行手法はこの VHmax の閾値を適切に設定することによ

り地震動と列車振動の識別を行っている。

4. 1. 2　周波数特性

　列車振動は，車両の走行に伴い車輪が軌道を変位させ

ることにより生じる。振動特性は車両の車軸配置や走行

速度に影響されるが，線路沿線で観測される列車振動は

多くの場合，比較的高周波成分が卓越することが報告さ

れている例えば 15）。一方，地震動は地盤振動特性の影響を

受けるものの，一般的に列車振動より低周波成分が卓越

することが予想される。地震動と列車振動の上下動に対

するスペクトルの比較例を図 10 に示す。なお，この図

では地震動と列車振動の卓越する周波数を比較する目的

から，それぞれのフーリエ振幅の最大値で正規化して表

示している。図より地震動は比較的低周波帯域が卓越す

るのに対し，列車振動は地震動と比べて高周波帯域が卓

越していることが確認される。周波数特性の情報を用い

ることにより，地震動と列車振動を適切に識別できる可

能性が示唆される。

図 10　正規化フーリエスペクトルの比較例
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4. 2　周波数特性の違いを考慮した識別指標の提案

4. 2. 1　ゼロクロス（Zc）
　周波数特性の簡易評価法の 1 つとして，単位時間に振

幅値がゼロを交差する回数をカウントして周波数特性を

把握するゼロクロス法（Zc）が知られている。

　地震動と列車振動の上下動を対象として Zc を計算し

統計的に整理した結果，地震動と比較し列車振動はゼロ

クロス回数が多いことから，高周波成分が相対的に目立

つことが確認された。この傾向は図 10 に示した両者の

周波数特性と調和的な結果である。

4. 2. 2　近似卓越周期（Tc）
　P 波初動の卓越周期（Tc）を推定する手法の 1 つとし

て式 (3) が提案されている１）16）。この手法は，卓越周期

を算出するデータ区間が正弦波に近似しているという仮

定に基づいている。

Tc
v

a
ii

N

ii

N

tc

tc
= =

=

∑
∑

2
2

0
2

0

π             (3)

ここで，Tc は近似卓越周期（s），ai は上下動加速度デー

タ（cm/s2），vi は ai を 1 回積分した速度データ（cm/s），
Ntc は Tc を算出する際のデータ長（本研究では 3.0 秒と

した），i はカウンタである。vi は，漸化式により毎サン

プルごとに算出している。

　地震動と列車振動の Tc を計算し統計的に整理した結

果，地震動と比較し列車振動は Tc が小さく短周期（高

周波）が卓越していることが分かった。一方，地震動は

Tc が相対的に大きく長周期（低周波）の卓越が見られた。

4. 2. 3　周波数帯域比（Rud）
　図 10 の通り，一般的に地震動は高周波帯域に比べて

低周波帯域が卓越するのに対し，列車振動はその逆の高

周波帯域が卓越している。ここでは，漸化式フィルター
17）を用いて高周波および低周波の帯域を通過させるデー

タを毎サンプル求め，それらの絶対値振幅の移動平均

の比を識別指標（Rud）として定義した。本研究では地

震計の出力データにおいて有効な周波数範囲を考慮し，

Rud を算出する際には低周波帯域は 5Hz 以下，高周波

帯域は 20Hz 以上を通過させるようフィルター特性を設

定した。その周波数特性を図 11 に，Rud の定義を式 (4)
に示す。

図 11　Rud を計算する際のフィルター特性
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ここで，Rud は提案する識別指標，abs(ahigh)i は高周波

帯域通過後の絶対値加速度データ（cm/s2），abs(alow)i は
低周波帯域通過後の絶対値加速度データ（cm/s2），Nrud

は Rud を算出する移動平均のデータ長（本研究では 1.0
秒とした），i はカウンタである。
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　図 12（a）および（b）に，地震動と列車振動の Rud

の時系列の例をそれぞれ示す。図 12（a）の地震動では，

P 波到達の前後において Rud の値が変わり，P 波到達後

は 1 以下となる。一方，図 12（b）の列車振動では，列

車通過時において Rud の値が変化し，通過時は 1 より

大きくなる。地震動と列車振動の Rud を計算し統計的に

整理した結果，Rud が 1 以下において地震動のデータ数

が多くなっていることが確認された。

図 12　Rud 時系列の例
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4. 3　各識別手法の検証と考察

　4. 2 節では指標を定義し地震動と列車振動の識別の可

能性について述べた。本節では，それらを区分する閾値

を定め，識別の結果について考察する。

　指標に対して閾値を定め地震動と列車振動を識別する

場合，完全な分離は不可能であり，地震動をノイズとし

て識別するケースが発生する。本研究では，各指標にお

いて列車振動を除去する割合が，全列車振動データ数の

90% になるよう閾値を定めた。これにより，列車振動を

除去できる割合が同一の条件のもとで，地震動を列車振

動と誤って除去する割合を比較することができる。本研

究で設定した各指標を単独で用いる際の閾値を表 1（①

から④）に示す。加えて，表 1 にはその際の地震動と列

車振動の除去率（ノイズと判定した割合）を併せて示す。

列車振動の除去率が 90% に完全に一致しない指標もあ

るが，これは実システムへの実装を想定し閾値の桁数を

整えていることによる。単独指標における地震動と列車

振動の識別結果は図 13（①から④）に示しており，地

震動の除去率は VHmax が最も低く，Rud，Zc，Tc の順

となった。

　次に，指標を組み合わせることにより識別性能の向上

を試みた。表 1 と図 13（⑤から⑪）において，例えば

OR(VH,Zc) は VHmax と Zc を論理和（OR）で組み合わ

せている。本研究では，現行手法の VHmax とその他の

指標を組み合わせることを基本とした。組み合わせた際

の閾値も単独指標と同様に，列車振動の除去率が 90%
となるように設定し，地震動の除去率が最も低くなる値

を採用した。組み合わせの結果をみると，単独の指標よ

りも列車振動の除去率は高くなることが確認される。た

だし，全ての指標を組み合わせた OR(VH,Zc,Tc,Rud) の
除去率が特別に高いわけではなく，VHmax と Rud を含

む組み合わせの除去率が高い値となった。

　そこで VHmax と Rud の 2 つの指標に着目した際の，

組み合わせ手法による識別状況について検討する。図

14（a）と（b）は，地震動と列車振動の VHmax と Rud

に関する散布図である。図 14（a）は OR(VH,Rud) の結

果であり，地震動が除去される割合は 12.6%（図 13 の⑦）

となる。なお，図 14 において黄色い部分は除去領域を

表す。図 14（b）は，VHmax と Rud の散布図において

対数の 1 次式 log10Rud ≧ a*log10VH+b により識別を行っ

た結果である。ここでは列車振動の除去率が 90% かつ

地震動の除去率が最も低くなるようにグリッドサーチ

法を用いて 1 次式の係数を決定した（a=3.8, b=-0.21）。
この手法の地震動除去率は 10.2%（図 13 の⑫）であ

り，今回検討した手法の中で最も低い。以上のように

VHmax と Rud を使い，提案した 1 次式を用いることに

より，地震動と列車振動を良好に識別できることが確認

された。

　なお，線路沿線に設置されている地震計は，地点によ

り線路からの距離や構造物の条件が異なる。路線により

走行する車両も異なることから，列車振動の特性は地点

ごとに異なることが予想される。よって，列車振動を除

去するための閾値は沿線地震計の設置地点ごとに調整

することが効果的と考えられるが，本研究では地震動と

列車振動の識別について平均的な傾向を確認する目的か

表１　識別の閾値および除去率

番号 識別指標
閾値 除去率（%）

VHmax Zc Tc Rud 地震動 列車振動

① VHmax 1.29 - - - 17.6 90.0
② Zc - 16 - - 63.4 91.6
③ Tc - - 0.271 - 51.7 90.0
④ Rud - - - 0.4 47.4 90.0
⑤ OR（VH, Zc） 1.20 47 - - 15.1 90.0
⑥ OR（VH, Tc） 1.22 - 0.071 - 17.1 90.0
⑦ OR（VH, Rud） 1.07 - - 6.0 12.6 90.0
⑧ OR（VH, Zc, Tc） 1.16 43 0.053 - 14.3 90.0
⑨ OR（VH, Zc, Rud） 1.07 53 - 6.0 12.6 90.0
⑩ OR（VH, Tc, Rud） 1.07 - 0.016 6.0 12.6 90.0
⑪ OR（VH, Zc, Tc, Rud） 1.07 53 0.016 6.0 12.6 90.0

図 13　地震動と列車振動の除去率例

 地震動
 列車振動

90.0%

90.0%

90.0%

90.0%

90.0%

90.0%

90.0%

90.0%

90.0%

90.0%

91.6%

90.0%

10.2%

12.6%

12.6%

12.6%

14.3%

12.6%

17.1%

15.1%

47.4%

51.7%

63.4%

17.6%

logRud≧a*logVH+b ⑫
OR(VH,Zc,Tc,Rud) ⑪

OR(VH,Tc,Rud) ⑩
OR(VH,Zc,Rud) ⑨

OR(VH,Zc,Tc) ⑧
OR(VH,Rud) ⑦

OR(VH,Tc) ⑥
OR(VH,Zc) ⑤

Rud ④
Tc ③
Zc ②
VH ①

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

除去率 (%) 

識
別

指
標



10 RTRI  REPORT  Vol. 29,  No. 3, Mar. 2015

特集：地震防災・耐震技術

図 14　手法別の識別状況

ら，全ての沿線地震計のデータを同一に扱った。地点別

閾値の効率的な決定方法は今後の課題である。

５．まとめ

　本研究は，地震時の列車運行の安全性向上および警報

情報の信頼性向上に向けた早期地震諸元推定とノイズ識

別のアルゴリズムの機能向上について述べた。地震諸元

推定では，地震検知（レベルトリガの追加など），震央

距離推定（C-Δ 法など），震央方位推定（可変ウィンド

ウ法），マグニチュード推定（加速度マグニチュードの

追加など）のアルゴリズムを改良することにより推定精

度や即時性の向上が期待される。ノイズ識別では，現行

の指標に加え新しい指標を定義し，それらを組み合わせ

て用いることで地震動と列車振動の識別性能の向上が期

待される。今後，本研究で述べたアルゴリズムを実装し

た試作版の地震計を開発し，稼働試験を行う予定である。
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